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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和４年度　事務事業等の総点検

40,523

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

6,524

42,863

5.0

6,269 10,820

34,17634,254

4.0 4.0 人

実施分類

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

853

令和元年度決算区　分

7,085

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

日程調整や資料作成、外出時の随行など、市長・副市長の執務の補助及びこれに伴う経費の執行管理

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 13 項目番号

市長、副市長が行政執行のための対外的な交渉及び関係機関との連絡折衝を円滑かつ効率的に行
うための補助をする。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

2(1)

事務事業名 秘書業務費 所管部課名
市長室

秘書課

2 項 1

市長・副市長交際費執行状況
　会費：143件
　弔花、手土産等：26

市長・副市長交際費執行状況
　会費：0件
　弔花、手土産等：19件

市長・副市長交際費執行状況
　会費：0件
　弔花、手土産等：22件

千円

49,387総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 43,702

5.0

867

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和２年度以降、コロナの影響により会合等を欠席しているため、交際費の支出が減少している。
令和３年度は職員を１名削減したことにより、人件費が減少している。

市長、副市長が執務を円滑かつ効率的に行うために必要な業務であることから、今後も維持継続していく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

50,787

904874

千円44,996

7,085 6,524 6,269

43,702 42,863
34,254

50,787
49,387

40,523

0
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40,000

50,000
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令和元年度決算 令和２年度決算 令和３年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和４年度　事務事業等の総点検

19,008

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

1,189

14,227

1.5

680 793

14,13518,328

2.0 1.5 人

実施分類

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

1,624

令和元年度決算区　分

630

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

市政功労者に対する表彰
市制施行記念式典における市民表彰
栄典制度に係る候補者の推薦
県、その他団体による表彰への候補者推薦
名誉市民に関する事務

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 13 項目番号

市政及び公共に対して功労があった市民・団体等の功績を称えるため表彰を行うほか、国、県及びそ
の他団体の表彰制度への推薦を行う業務

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

3(1)

事務事業名 職員以外の表彰経費 所管部課名
市長室

秘書課

2 項 1

（１）市政功労者表彰
被表彰者数：０人

（２）市制施行記念式典における市民表彰
被表彰者数：130人25団体

（１）市政功労者表彰
被表彰者数：２人

（２）市制施行記念式典における市民表彰
被表彰者数：106人15団体

（１）市政功労者表彰
被表彰者数：８人

（２）市制施行記念式典における市民表彰
被表彰者数：105人19団体

千円

15,416総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 14,480

1.5

1,629

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

被表彰者数の増減に伴う記念品等の必要数の変動により事業費が増減している。
令和２年度事業費は、表彰状用紙10,000枚（４年に1度購入）を購入したため例年より増となっている。
令和３年度は人員配置の見直しにより、人件費が増加した。

市政に貢献があった方や市民の善行を表彰することで、被表彰者の功労に対し市からの感謝の気持ちを明確に伝えることができるとともに、住
民自治に対する意識の高揚、善行への意欲の向上に寄与すると考えることから、事業を継続していく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

15,110

1,6581,638

千円14,928

630 1,189 680

14,480 14,227

18,328

15,110
15,416

19,008
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経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和２年度は新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ中止したため経費が減少した。令和３年度は飲食物の提供を見合わせた代わり
に、大型モニターによる映像上映と市歌演奏を行ったため、事業経費増となっている。
人件費については、令和３年度に国際交流・基地政策課へ業務移管し、業務の割り当て上、人数の割合が減っているが、業務量としては変
わっていない。

本事業は、事業結果や効果が目に見えて現れるものではないが、新たな人と人との繋がりを深め、市内団体と連携するために必要な場である
と考えることから、今後も事業を継続していく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

14,891

00

千円7,699

招待状発送数：約3,500人
出席者数：約900人

新型コロナウイルス感染症の感染状況を踏まえ開催中
止

招待状発送数：約600人
出席者数：約240人

千円

13,108総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 12,851

1.5

0

14 項目番号

新年に際して横須賀市内の地縁団体、商工関係団体が一堂に会し、賀詞を交歓し合い、友好を深め
るとともに情報交換を行うことにより、本市の活性化を図る

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

4(1)

事務事業名 新年賀詞交歓会事業 所管部課名
市長室

国際交流・基地政策課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

分野別計画

その他 受益者負担 なし直営 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

2,040

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

市・市議会・市商工会議所の３者共催による新年賀詞交歓会の開催

令和４年度　事務事業等の総点検

7,703

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

505

12,603

1.5

3,530 3,540

4,1594,173

0.5 0.5 人

実施分類

2,040
505

3,530

12,851

12,603
4,173

14,891

13,108

7,703

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

令和元年度決算 令和２年度決算 令和３年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

4



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和３年度は、組織改正および業務の執行体制の見直しを実施したことで、人件費が減となった。

基地が存在する限り、継続して実施する。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

13,204

00

千円8,803

（１）国等関係機関に対する要請及び照会
　　　　国関係　要請１回、米軍関係　要請１回

（２）基地周辺の巡回パトロールの実施　９回

（１）国等関係機関に対する要請及び照会
　　　　国関係　要請５回、米軍関係　要請１回

（２）基地周辺の巡回パトロールの実施　６回

（１）国等関係機関に対する要請及び照会
　　　　国関係　要請４回、米軍関係　要請７回

（２）基地周辺の巡回パトロールの実施　４回

千円

12,870総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 12,851

1.5

0

15 項目番号

基地に起因する種々の問題について、適時・適切な対応を図ることで市民の安全・安心を確保する。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

5(1)

事務事業名 基地対策業務 所管部課名
市長室

国際交流・基地政策課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

国・県 受益者負担 なし直営 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

353

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

政府関係機関（防衛省、外務省等）、関係自治体と十分な連絡調整を行うとともに、情報収集に努め、適時・適切な対応を図る。

令和４年度　事務事業等の総点検

8,564

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

267

12,603

1.5

219 485

8,3188,345

1.0 1.0 人

実施分類

353 267 219

12,851 12,603

8,345

13,204
12,870

8,564

0
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4,000
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10,000
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14,000

令和元年度決算 令和２年度決算 令和３年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

5



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

コロナ禍で対面の会議がオンライン会議や書面会議へと変更になったことで、事業費（旅費）が減となっている。

基地の存在により、行政執行上の様々な不利益を受けていることに対する市の負担軽減を図るため、引き続き、全国基地協議会等を通じ、総
務省・防衛省等、国の関係機関との事務処理の円滑化を図るための連絡調整及び情報収集を行っていく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0

10,245

1,0181,028

千円9,726

（１）国の関係機関に対する要望活動　　　　　　19回

（２）周辺環境整備法の補助事業、再編交付金事業に
関する協議を国の関係機関と実施

（３）基地交付金に係る基礎資料を作成

（１）国の関係機関に対する要望活動　　　 　　　22回

（２）周辺環境整備法の補助事業、再編交付金事業に
関する協議を国の関係機関と実施

（３）基地交付金に係る基礎資料を作成

（１）国の関係機関に対する要望活動　　　 　　　16回

（２）周辺環境整備法の補助事業、再編交付金事業に
関する協議を国の関係機関と実施

（３）基地交付金に係る基礎資料を作成

千円

9,441総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 9,805

1.0

1,238

15 項目番号

基地の存在により行政執行上の様々な不利益を受けていることに対する市の負担軽減を図る。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

5(2)

事務事業名 基地財政業務 所管部課名
市長室

国際交流・基地政策課

2 項 1 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

国・県 受益者負担 なし直営 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

980

令和元年度決算区　分

440

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律第３条・第８条・第９条、駐留軍等の再編の円滑な実施に関する特別措置法

①補助金、交付金の獲得を行う。
・国の関係機関と十分な連絡調整を行うとともに、情報の収集に努める。
・国の関係機関に対して、要望活動を実施する。
②周辺環境整備法の補助事業及び再編交付金事業の推進について、国の関係機関と協議する。
③基地交付金に係る基礎資料を作成する。

令和４年度　事務事業等の総点検

9,389

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

59

9,382

1.0

16 390

9,3369,373

1.0 1.0 人

実施分類

440 59 16

9,805
9,382 9,373

10,245
9,441

9,389
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経
費

［
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円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

6



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和４年度　事務事業等の総点検

12,022

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

1,724

9,644

1.1

3,677 4,723

8,3188,345

1.0 1.0 人

実施分類

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

402

令和元年度決算区　分

15,906

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

（1）姉妹都市交換学生の派遣・受け入れ事業委託
（2）ブレスト市「姉妹都市50年の絆」記念事業
（3）姉妹都市・友好都市などとの交流
（4）ブレスト市との職員交流
（5）三浦按針PR事業　（6）米国コーパスクリスティ市訪問

その他 受益者負担 なし部分委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 16 項目番号

本市および姉妹都市・友好都市の市民等を対象に、姉妹都市・友好都市をはじめとする都市間の交
流により、文化の異なる地域の人々が出会い、友好を広げることにより、国際理解の増進を図る。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

7(1)

事務事業名 都市間交流事業 所管部課名
市長室

国際交流・基地政策課

2 項 1

（1）姉妹都市交換学生の派遣・受け入れ事業委託：派遣7
人、受け入れ7人
（2）アメリカ・ロードアイランド州黒船祭出席
（3）姉妹都市・友好都市などとの交流
　・友好都市「会津若松応援団」：32団体
　・富岡・倉渕への市民団体等派遣：中止
　・その他姉妹都市等都市間交流
　　：受け入れ5件、出張7件
（4）ブレスト市との職員交流：派遣1人、受け入れ1人

新型コロナウイルスの影響により中止・縮小
（1）姉妹都市交換学生の派遣・受け入れ事業委託：派遣・受
け入れ中止
（2）ブレスト市との姉妹都市提携50周年記念事業：中止
（3）姉妹都市・友好都市などとの交流
　・友好都市「会津若松応援団」：32団体
　・富岡・倉渕への市民団体等派遣：中止
　・その他姉妹都市等都市間交流：中止
（4）ブレスト市との職員交流：派遣職員選考1人

新型コロナウイルスの影響により中止・縮小
（1）姉妹都市交換学生の派遣・受け入れ事業委託：派遣・受
け入れ中止
（2）ブレスト市との姉妹都市提携50周年記念事業：規模を縮
小し実施
（3）姉妹都市・友好都市などとの交流
　・友好都市「会津若松応援団」：33団体
　・富岡・倉渕への市民団体等派遣：中止
　・その他姉妹都市等都市間交流：中止
（4）ブレスト市との職員交流：中止

千円

11,368総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 9,812

1.1

388

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

事業の効率的な運営に努めている。令和3年度は令和2年度に引き続き、新型コロナウイルスの影響により事業を中止・縮小した。

今後も姉妹都市・友好都市との交流を維持継続していく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

25,718

00

千円13,041

15,906

1,724
3,677

9,812

9,644
8,345

25,718

11,368 12,022

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

令和元年度決算 令和２年度決算 令和３年度決算

経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和４年度　事務事業等の総点検

15,220

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

1,944

13,382

0.9

1,456 2,132

15,47613,764

0.5 0.5 人

実施分類

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

5,820

令和元年度決算区　分

3,271

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

（1）医療通訳派遣システム事業負担金（年会費）
（2）海上自衛隊遠洋航海部隊壮行会負担金
（3）国際平和啓発事業（国際平和ポスター・標語コンクール、市民平和のつどい、平和首長会議負担金）
（4）国際交流員（ＣＩＲ）に関する経費
（5）米国国務省交流プログラムへの職員派遣

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 17 項目番号

・在日外国公館、在日米軍、自衛隊等を対象に、相互に良好かつ協力的な関係を維持し、必要な情
報共有を図ることにより、国際式典等、本市事業の円滑な実施に役立てる。
・市民を対象に、国際平和について考え、その重要性を再認識する機会を広く提供する。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

9(1)

事務事業名 国際交流課一般事務 所管部課名
市長室

国際交流・基地政策課

2 項 1

（1）国際平和啓発事業
　・国際平和ポスター・標語コンクール
　　　：応募数　ポスター102点、標語437点
　・市民平和のつどい：来場者数64人
（2）米国国務省交流プログラムへの職員派遣
　　　：1人

新型コロナウイルスの影響により中止
（1）国際平和啓発事業
　・国際平和ポスター・標語コンクール：中止
　・市民平和のつどい：中止
（2）米国国務省交流プログラムへの職員派遣
　　　：中止

（1）国際平和啓発事業
　・国際平和ポスター・標語コンクール
　　　：応募数　ポスター106点、標語399点
　・市民平和のつどい：参加者数226人（オンライン）
（2）米国国務省交流プログラムへの職員派遣
　　　：新型コロナウイルスの影響により中止

千円

15,326総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 13,625

0.9

5,915

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

事業の効率的な運営に努めている。令和３年度よりCIRが２名体制となったため、会計年度任用職員の人件費が増加している。

今後も事業の効率的な運営に努めながら、維持継続していく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

16,896

11,3179,591

千円17,608

3,271
1,944 1,456

13,625

13,382 13,764

16,896
15,326 15,220
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事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和４年度　事務事業等の総点検

8,646

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

852

0

0.0

301 301

8,3188,345

1.0 1.0 人

実施分類

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

0

内部管理業務のうち、施設の維持管理業務以外の業務

令和２年度：（１）抗体検査、（２）年末緊急食料支援
令和３年度：職員の抗原検査

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込

分野別計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 17 項目番号

新型コロナウイルス感染症に関する市の方針決定をはじめ、新型コロナウイルス感染症に関する情
勢や市民からのニーズに応じて、必要な施策を行う。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

10(1)

事務事業名 新型コロナウイルス感染症対策実施本部事務費 所管部課名
市長室

危機管理課

2 項 1

実績なし

（１）抗体検査
受検者数：（７月）964名、 （12月）901名

（２）年末緊急食料支援
年末緊急食料支援として市民や団体から食料支援を
募り、必要とされる方に配布した。

令和２年度は秘書課長及び他部局から併任となった職
員３名で事務を行った。
課長及び併任職員のみによる構成のため、人件費の
表記上の職員数は０人となっている。

職員の抗原検査
検査キット使用数　127件

千円

852総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 0

0.0

0

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和３年度は人員配置の見直しにより、人件費が増加した。
実施した事業により、各年度の経費に差異がある。

日々変化する新型コロナウイルス感染症に関する国・県の対応を注視し、本市の感染状況及び病床のひっ迫状況に応じて、今後も必要な施策
を行っていく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

0

00

千円8,619

0
852 3010

0

8,345

0

852

8,646
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経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和４年度　事務事業等の総点検

11,903

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

4,790

12,603

1.5

3,558 4,818

8,3188,345

1.0 1.0 人

実施分類

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

4,773

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

①平和産業港湾都市の実現のため、旧軍港市転換計画（基本計画・実施計画）に基づき旧軍財産の転用を図る。
②「旧軍港市振興協議会」を通して、他の旧軍港市と連携して定期的な意見交換会議を持ち、国に向けた要望活動を行う。
③東京事務所長を置き、関係省庁等（総務省、防衛省、財務省、国会議員、全国市長会等）からの情報収集を図る。
④旧軍財産の転用のみならず、旧軍港市に共通した諸課題に、四市で協力して取り組む。

市単 受益者負担 なし直営 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

目 8 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 19 項目番号

旧軍港市転換法に基づく「平和産業港湾都市」を実現する。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

1(1)

事務事業名 国有財産転用計画促進業務 所管部課名
市長室

国際交流・基地政策課

2 項 1

（１）旧軍財産の転用を図る
　　旧軍港市国有財産処理審議会及び幹事会へ
　　の付議事案 　　　　　　　　　　　　　　　　　　５件

（２）「旧軍港市振興協議会」を通じての国への
　　要望活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６件

（１）旧軍財産の転用を図る
　　旧軍港市国有財産処理審議会及び幹事会へ
　　の付議事案 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４件

（２）「旧軍港市振興協議会」を通じての国への
　　要望活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６件

（１）旧軍財産の転用を図る
　　旧軍港市国有財産処理審議会及び幹事会へ
　　の付議事案 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１件

（２）「旧軍港市振興協議会」を通じての国への
　　要望活動　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６件

千円

17,393総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 12,851

1.5

0

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

令和３年度は、組織改正および業務の執行体制の見直しを実施したことで、人件費及び事業費（負担金）が減となった。
また、コロナ禍で旧軍港市振興協議会の活動が縮小したことで、事業費（負担金）が減となった。

旧軍市転換法に基づき、平和産業港湾都市の実現に向け継続して実施する。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

17,624

00

千円13,136

4,773 4,790
3,558

12,851 12,603

8,345

17,624 17,393

11,903
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経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・令和２年度及び令和３年度は国民保護協議会の委員報酬を支払っていないため、減少している。

すべての事業内容において、透明性の確保や創意工夫に努め、あらゆる危機事案から市民の安全・安心に寄与できる体制を作る。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

14,295

00

千円13,932

1　国民保護協議会の書面開催
 (1)　日時:令和２年３月４日～11日
 (2)  参加者：22機関28名
 (3)   内容：改訂した国民保護計画説明及び国民
　　保護訓練実施結果
２　国民保護訓練
 (1)　日時：令和２年１月24日13:00～17:15
 (2)  参加者：13機関34名（ほか視察者21名）
 (3)  内容：軍港めぐりクルーズ船上で爆発が発
　　生し、それらの対応に関する図上訓練
３　安全・安心カレンダーの作成
　　20,000部を市民へ配布した。
４　国民保護計画の改訂
　　改訂し、協議会員等へ配布した。

１　国民保護協議会
 　 特になし（協議事項が無いため）
２　国民保護訓練
 　 特になし（コロナウイルス感染症のため）
３　安全・安心カレンダーの作成
　　20,000部を市民へ配布した。
４　国民保護計画の改訂
　　特になし（改訂事項がないため）

１　国民保護協議会
特になし（協議事項が無いため）
２　国民保護訓練
（1）日時：令和３年11月22日13:30～17:00
（2）参加者：13機関93名
　　（神奈川県会場66名、横須賀市会場27名）
（3）内容：横須賀中央駅に停車中の電車内で化学剤
　　（サリン）散布、また、どぶ板通りのバーで爆発が
　　発生した想定。神奈川県との合同図上訓練。
３　安全・安心カレンダーの作成
　　20,000部を市民へ配布した。
４　国民保護計画の改訂
　　特になし（改訂事項がないため）

千円

13,807総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 12,851

1.5

0

26 項目番号

市民の安全を確保するため、横須賀市危機管理指針を柱とした各計画を適切に運用し、あらゆる危
機事案に際しての万全な体制づくりを進める。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

２（１）

事務事業名 危機管理対策推進事業 所管部課名
市長室

危機管理課

2 項 1 目 11 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

国土強靱化地域計画

未定

分野別計画

地域防災計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

1,444

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

国民保護法

・国民保護協議会の運営
・国民保護訓練の実施
・安全・安心カレンダーの作成
・国民保護計画の改訂

令和４年度　事務事業等の総点検

13,689

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

1,204

12,603

1.5

1,171 1,455

12,47712,518

1.5 1.5 人

実施分類

1,444 1,204 1,171

12,851 12,603 12,518

14,295 13,807 13,689

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

令和元年度決算 令和２年度決算 令和３年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

11



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・災害の被害件数によって実績が推移する。
・令和元年度は台風15、19号の影響による被害件数の増と災害援護資金の貸し付けがあったため実績が増加した。

維持継続すべき事業と考える。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

7,354

00

千円5,465

全壊　単身世帯　　40,000円×２世帯＝　80,000円
全壊　複数世帯　　70,000円×３世帯＝210,000円
半壊　単身世帯　　30,000円×１世帯＝  30,000円
半壊　複数世帯　　50,000円×９世帯＝450,000円
死亡者　　　　　  　100,000円×６人　 ＝600,000円

災害援護資金　1,700,000円

全壊　複数世帯　　70,000円×１世帯＝　70,000円
半壊　単身世帯　　30,000円×２世帯＝  60,000円
半壊　複数世帯　　50,000円×１世帯＝　50,000円
死亡者　　　　　  　100,000円×２人　 ＝ 200,000円

全壊　複数世帯　　70,000円×３世帯＝210,000円
全壊　単身世帯　　40,000円×１世帯＝  40,000円
半壊　単身世帯　　30,000円×１世帯＝  30,000円
床上　複数世帯　　20,000円×２世帯＝　40,000円
死亡者　　　　　    100,000円×３人　 ＝300,000円

千円

4,581総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 4,284

0.5

0

29 項目番号

災害（火災を含む）により、住居の全半壊、床上浸水、世帯員の死亡または重症以上の負傷を負った
場合に、災害見舞金を支給する。「災害弔慰金の支給に関する法律」に基づき、災害生活立て直しの
資金貸与を行う。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

１（１）

事務事業名 災害救助事業 所管部課名
市長室

危機管理課

3 項 4 目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

国土強靱化地域計画

未定

分野別計画

地域防災計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

3,070

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

災害弔慰金の支給等に関する法律、同法律施行令、同条例、同条例施行規則、災害見舞金支給要綱

災害発生後、関係部局からの連絡もしくは災害情報通信ネットワークシステムの災害情報管理機能により、被災者情報及び被災者状況を確認し、状
況に応じて被災者又は関係者に見舞金を支給や、災害援護資金の貸付を行う。

令和４年度　事務事業等の総点検

4,793

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

380

4,201

0.5

620 1,306

4,1594,173

0.5 0.5 人

実施分類

3,070

380 620

4,284

4,201 4,173

7,354

4,581 4,793
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令和元年度決算 令和２年度決算 令和３年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

12



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・平成30年に運用を開始した危険ブロック塀等緊急対策補助金について申請が多かったため、令和元年度も継続して事業を行った。緊急対策
事業として令和元年度で補助事業を終了したため、令和２年度および令和３年度の総経費が減少している。

・神奈川県が、土砂災害（特別）警戒区域、洪水・津波・高潮浸水想定区域を新たに公表することに合わせ、各種ハザードマップを作成・更新す
る必要がある。

・市民の身体・生命・財産を守っていくために必要な事業である。
・災害対策基本法改正をふまえ、災害時要援護者支援対策などを継続的に見直していく必要がある。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

60,525

00

千円13,746

（１）災害時要援護者支援対策の推進
　　災害時用要援護者支援プランに基づき、名簿を提供し
た。
　提供実施：年３回（６月、10月、２月）

（２）危険ブロック塀等の撤去に対する補助金支出
　162件　 47,674,000円

（３）避難地標識板の維持管理
　３か所　203,500円

（４）横須賀市アマチュア無線局非常通信連絡実行協議会へ
の補助金支出
　１回　200,000円

（１）災害時要援護者支援対策の推進
　　災害時用要援護者支援プランに基づき、名簿を提供し
た。
　提供実施：年２回（10月、２月）
　※６月は新型コロナウイルス感染症予防のため中止

（２）ハザードマップの作成
　ア、土砂災害ハザードマップ(追浜・田浦、衣笠、久里浜、西
地区①、西地区②の５地区分）　2,937,000円
  イ、洪水ハザードマップ　　2,156,000円

（３）避難地標識板の維持管理
　４か所　597,300円

（４）横須賀市アマチュア無線局非常通信連絡実行協議会へ
の補助金支出
　１回　200,000円

（１）災害時要援護者支援対策の推進
　　災害時用要援護者支援プランに基づき、名簿を提供し
た。
　提供実施：年３回（６月、10月、２月）

（２）ハザードマップの作成
　土砂災害ハザードマップ（逸見・本庁、大津・浦賀、北下浦
の３地区分）　2,684,000円

（３）避難地標識板の維持管理
　４か所　324,500円

（４）横須賀市アマチュア無線局非常通信連絡実行協議会へ
の補助金支出
　１回　200,000円

千円

16,179総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 10,280

1.2

0

32 項目番号

市民の防災意識の啓発を行うとともに、いざという時のための予防対策を行うことによって災害発生
時における被害の拡大を防ぐ。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

2(1)

事務事業名 災害予防対策事業 所管部課名
市長室

危機管理課

10 項 1 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

国土強靱化地域計画

未定

分野別計画

地域防災計画

国・県 受益者負担 なし直営 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

50,245

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

災害対策基本法、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律、津波防災地域づくりに関する法律、水防法

・災害時要援護者支援プランに基づく、災害時要援護者支援対策の推進
・平成30年６月18日大阪北部地震によるブロック塀倒壊事故の発生を受けた、危険ブロック塀等の撤去に対する補助金支出
・避難地標識板の維持管理
・出前トークや各種ハザードマップ作成による市民の防災意識啓発
・大規模災害発生時の非常通信確保のため協定締結している、横須賀市アマチュア無線局非常通信連絡実行協議会への補助金支出
・市の防災・危機管理能力を向上させる人材育成のため、国や各機関が開催する研修の参加

令和４年度　事務事業等の総点検

13,505

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

6,097

10,082

1.2

3,491 3,764

9,98210,014

1.2 1.2 人

実施分類

50,245

6,097 3,491

10,280

10,082
10,014

60,525

16,179 13,505

0
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経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費

13



（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・令和２年度は、平成25年に更改した「災害情報ネットワークシステム」において使用しているソフトウェアのサポート期限が迫り、ハードウェアも
老朽化していたため、システム機器の更改とソフトウェアのバージョンアップを行った。そのため支出増となっている。
業務委託料　41,210,400円

令和５年度に現在使用しているシステムの更改を控えているので、次に導入するシステムを構想していく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

10,140

00

千円12,001

システムの維持管理
5,855,869円

システム維持管理
47,194,620円

システム維持管理
7,830,548円

千円

51,396総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 4,284

0.5

0

34 項目番号

大規模災害発生時などの万が一の時、災害時の情報を共有し、全庁で連携することにより、市民（広
義の市民を含む）の生命・財産を守ることを目的としている。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

4(1)

事務事業名 災害情報通信ネットワーク整備事業 所管部課名
市長室

危機管理課

10 項 1 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

国土強靱化地域計画

未定

分野別計画

地域防災計画

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

5,856

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

災害対策基本法

大規模災害発生時だけでなく、小規模な災害に対しても全庁で使用することのできる、災害情報通信ネットワークシステムの維持管理をする。

令和４年度　事務事業等の総点検

12,004

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

47,195

4,201

0.5

7,831 7,842

4,1594,173

0.5 0.5 人

実施分類

5,856

47,195

7,831
4,284

4,201

4,173

10,140

51,396

12,004

0
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経
費
［
千
円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・原子力防災訓練の実施およびパンフレット配布による原子力防災の啓発については、毎年度繰り返し行うことが市民の防災意識向上に必要
であると考えるため、継続的に実施していく。
・また、本市は原子力艦の災害対策として、市内全域を対象に全市民分の安定ヨウ素剤を市単費で購入し、市内に分散備蓄している。
安定ヨウ素剤は丸薬は５年、粉薬は３年で使用期限を迎えるため、定期的に更新を行う。更新の年は経費がかかるが、市民の安全・安心の確
保には必要であると考え、配備を行っていく。

市民の安全安心確保のため、国や県等関係機関と協力しながら継続実施していく。
なお、原子力艦の防災対策については、現状国からの支援がない状態なので、何らかの経費負担等の支援が得られるような体制を国には求
めたい。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

13,517

00

千円13,242

（１）原子力防災対策資機材の整備　　439,625円

（２）原子力防災訓練の実施
原子力防災訓練を計３回実施し、544人が参加した。

（３）小学生用原子力防災パンフレットの作成
市内小学４年生向けに3,700部作製した。 154,660円

（１）原子力防災対策資機材の整備　　　404,720円

（２）原子力防災訓練の実施
新型コロナウイルスの影響により訓練はすべて中止

（３）小学生用原子力防災パンフレットの作成
市内小学４年生向けに3,700部作製した。 150,590円

（１）原子力防災対策資機材の整備　　　372,240円

（２）原子力防災訓練の実施
原子力防災訓練を計２回実施し、218人が参加した。

（３）小学生用原子力防災パンフレットの作成
市内小学４年生向けに3,600部作製した。 143,193円

（４）安定ヨウ素剤の更新
原子力艦災害に対する備えとして全市民分の安定ヨウ素剤
を購入し、市内に分散備蓄している。
令和３年度は、主に未就学児分の粉薬を更新した。
23,595円

千円

13,158総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 12,851

1.5

0

34 項目番号

全市民（広義の市民を含む）に、特殊性のある原子力災害に関する正しい知識を持っていただくととも
に、職員の災害時の対処能力向上等を図る。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

5(1)

事務事業名 原子力防災対策事業 所管部課名
市長室

危機管理課

10 項 1 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込

国土強靱化地域計画

未定

分野別計画

地域防災計画

市単 受益者負担 なし直営 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

666

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・市民への啓発のため、原子力防災パンフレット作成や原子力防災訓練を実施する。
・職員の災害時の対処能力向上及び原子力防災知識向上のため、訓練の実施や国等が開催する研修を受講する。
・万が一の事態に備え、市民全員分の安定ヨウ素剤を備蓄する。

令和４年度　事務事業等の総点検

13,139

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

555

12,603

1.5

621 765

12,47712,518

1.5 1.5 人

実施分類

666 555 621

12,851 12,603 12,518

13,517 13,158 13,139
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令和元年度決算 令和２年度決算 令和３年度決算

経
費

［
千

円
］

総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和４年度　事務事業等の総点検

49,099

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

43,072

12,603

1.5

36,581 39,938

12,47712,518

1.5 1.5 人

実施分類

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

57,556

法律や政令で実施が定められているものの、その実施内容や実施方法、実施体制については市に委ねられている業務

災害対策基本法、電波法、気象業務法

・防災情報メールサービスおよび防災行政無線を中心とした各種情報伝達手段の維持・管理
・防災行政無線の難聴地域解消に向けた子局施設の設置及び補完策の整備
・神奈川県防災行政通信網の管理・運用

市単 受益者負担 なし部分委託 財源構成 事業終了の見込

国土強靱化地域計画

未定

分野別計画

地域防災計画

目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 35 項目番号

効果的な災害応急対策と、災害に対する市民の不安解消、混乱防止、被害軽減を図るためには、防
災情報や避難情報等を迅速化る正確に伝達する必要がある。このことから、市民への防災情報の伝
達手段を、組織内や、防災関係機関との情報連絡体制を整備し、市域における防災体制を強化す
る。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

6(1)

事務事業名 防災情報通信設備運用管理事業 所管部課名
市長室

危機管理課

10 項 1

1　防災情報メールサービス及び防災行政無線の
　運用、保守・管理
　・防災情報メールサービス配信委託、防災行政
　無線の保守管理委託
　・防災行政無線子局の修繕

２　防災行政無線の難聴地域に向けた整備
　・防災行政無線子局の新設
　・高性能スピーカーへの交換

３　神奈川県防災行政無線通信網の管理・運用
  ・負担金、分担金の支出

1　防災情報メールサービス及び防災行政無線の
　運用、保守・管理
　・防災情報メールサービス配信委託、防災行政
　無線の保守管理委託
　・防災行政無線子局の修繕

２　防災行政無線の難聴地域に向けた整備
　・高性能スピーカーへの交換
　・スピーカーの増設

３　神奈川県防災行政無線通信網の管理・運用
  ・負担金、分担金の支出

1　防災情報メールサービス及び防災行政無線の
　運用、保守・管理
　・防災情報メールサービス配信委託、防災行政
　無線の保守管理委託
　・防災行政無線子局の修繕

２　防災行政無線の難聴地域に向けた整備
　・高性能スピーカーへの交換
　・スピーカーの増設

３　神奈川県防災行政無線通信網の管理・運用
  ・負担金、分担金の支出

千円

55,675総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 12,851

1.5

0

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・防災行政無線保守点検については無線の設置年度によってバッテリー交換の数が異なっており、それによって保守点検費用に増減がみられ
る。
・防災無線子局の新設が令和元年度をもって終了し、令和２年度からスピーカーの増設・高性能スピーカーへの交換を行っている。

昨今の各地での大規模災害により、市民の防災・災害に関する情報収集の考え方や自治体側の情報発信や伝達手段のあり方が、変化してき
ている。本市の防災行政無線及び防災情報メールなどによる情報伝達に加えて、これを補完する情報伝達体制を検討・整備していく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

70,407

00

千円52,415

57,556

43,072
36,581

12,851

12,603

12,518

70,407

55,675

49,099
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総経費の内訳

事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

防災収納庫の仕様変更や入札結果により変動があるが、令和３年度は更新基数を４基から５基へ増加して平準化を図った。

「事業の見直し」により、令和4年度から更新基数を年４基から３基へ変更した。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

13,876

00

千円14,323

コンテナ型防災収納庫４基の撤去更新 コンテナ型防災収納庫４基の撤去更新 コンテナ型防災収納庫５基の撤去更新

千円

14,244総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 4,284

0.5

0

36 項目番号

大規模災害時において、自宅生活が不可能な被災者の避難拠点となる震災時避難所に必要な資機
材を整備することにより、避難所運営を円滑に促すとともに、資機材を収納している防災収納庫本体
を建て替えることにより、避難所運営資機材の管理体制の確立を図る。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

7(2)

事務事業名 避難所運営資機材整備事業 所管部課名
市長室

危機管理課

10 項 1 目 3 説明資料その他事業 会計 一般会計 款

事業終了の見込 未定

分野別計画

国・県 受益者負担 なし補助金等 財源構成

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

0

令和元年度決算区　分

9,592

法令の規定がない、もしくは規定による制約が小さく、本市の判断により実施している業務

・震災時避難所に設置した防災収納庫の更新
・防災収納庫内の資器材の整備

令和４年度　事務事業等の総点検

13,781

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

10,043

4,201

0.5

9,608 10,164

4,1594,173

0.5 0.5 人

実施分類

9,592 10,043 9,608

4,284 4,201 4,173

13,876 14,244 13,781
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事業費 人件費 総経費
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（１）事務事業の概要

（２）１年間の本事業執行にかかる経営資源（人件費は、想定人員数と平均給与で試算のため実際の決算額と異なります）

　a　事業費（予算現額・支出済額）

（３）活動実績と年度ごとの推移（【総経費の内訳】）

令和４年度　事務事業等の総点検

23,275

令和２年度決算 令和３年度決算 令和３年度予算

5,582

17,051

1.5

5,767 6,874

17,46817,508

1.5 1.5 人

実施分類

分類

千円

単位

千円

根拠法令

具体的な

事業内容

事業目的

4,448

令和元年度決算区　分

6,538

法律や政令で実施内容や実施方法が具体的に規定されている業務

原子力災害対策特別措置法

国（原子力規制庁）が策定する「原子力艦放射能調査について」及び「原子力放射能調査実施要領」に基づき、横須賀港周辺の放射線モニタリング調
査に協力する。
具体的には、原子力艦寄港時には、放射能調査班に参加し、調査支援、連絡調整、緊急時モニタリングなどの対応を行い、原子力艦非寄港時におい
ては放射線測定機器の維持管理を行うとともにバックグラウンドデータ測定の支援を行う。

国・県 受益者負担 なし全部委託 財源構成 事業終了の見込 未定

分野別計画

地域防災計画

目 1 説明資料その他事業 会計 一般会計 款 38 項目番号

国（原子力規制庁）とともに原子力艦寄港地周辺の環境放射線を監視・調査し、原子力艦における異
常事態が発生した場合の早期検知及び影響評価を実施することで、市民の安全安心を確保する。

令和２年度の活動実績 令和３年度の活動実績令和元年度の活動実績

2(1)

事務事業名 放射能測定調査事業 所管部課名
市長室

危機管理課

14 項 1

（１）寄港時放射能測定調査支援
248日

（２）非寄港時放射能測定調査支援
117日

（３）モニタリングポストの維持管理
月３回　年36回実施

（４）四半期調査支援
四半期ごとに２日かけて実施　年８日

（１）寄港時放射能測定調査支援
200日

（２）非寄港時放射能測定調査支援
166日

（３）モニタリングポストの維持管理
月３回　年36回実施

（４）四半期調査支援
四半期ごとに２日かけて実施　年８日

（１）寄港時放射能測定調査支援
243日

（２）非寄港時放射能測定調査支援
122日

（３）モニタリングポストの維持管理
月３回　年36回実施

（４）四半期調査支援
四半期ごとに２日かけて実施　年８日

千円

22,633総経費（a　+　b）

　正規職員

　会計年度任用職員（フルタイム、パートタイム）

　b　人件費 17,246

1.5

4,395

今後の事業

の方向性

年度ごとの推移の分析

（【総経費の内訳】の

増減理由等）

・当事業は、国の「原子力艦に係る環境放射能モニタリングについて」に基づいて行われ、本市は国からの委託金を受ける（補助率10/10。職員
の人件費含む）。
・災害が発生した際の事前対策として事業を行っており、米海軍原子力艦の実際の寄港日数・回数に応じて、業務量及び経費は変わってくる。

市民の安全安心確保のため、国と協力し継続実施していく。

　再任用職員（短時間を含む） 人0.0 0.0 0.0 0.0

23,784

4,9914,990

千円24,342

6,538 5,582 5,767

17,246
17,051 17,508
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